
令和４年度 
第２回龍ケ崎市入札等監視委員会会議 

 
 

               日  時 令和４年１１月２８日（月） 

                   午前１０時００分から 

               場  所 附属棟１階第３会議室 

 

 配付資料一覧  

 

 ・会議次第 

 

 ・【資料１】入札・契約方式別契約総括表及び一覧表  

 

 ・【資料２】審議案件一覧表 

   案件説明書及び入札（見積）書取書の写し 

   その他参考資料 

   関連法令 

 

 ・【資料３】官製談合や入札談合等その他不正行為に対する取り組み

について 



令和４年度 
第２回龍ケ崎市入札等監視委員会会議次第 

 
 

               日  時 令和４年１１月２８日（月） 

                   午前１０時００分から 

               場  所 附属棟１階第３会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議 事 

（１）入札及び契約手続きの運用状況について 

（２）個別案件に係る入札及び契約手続きについて 

（３）その他 

 

４ 閉 会 

 



入札・契約方式別契約総括表

種 別 入札・契約方式 総 件 数
総 契 約 金 額
（ 税 込 ）

38 627,935,000

28 165,481,217

225 710,902,520

291 1,504,318,737

※原則、設計金額30万円未満の契約は含みません。

小 計

物 品 製 造 等

合　　　計

一般競争入札

指名競争入札

随 意 契 約

18

建 設 工 事

小 計

小 計

測 量 等

随 意 契 約

指名競争入札

一般競争入札

随 意 契 約

指名競争入札

一般競争入札

10

0

138

87

611,226,000

7,370,000

9,339,000

0

148,060,000

17,421,217

0

411,809,648

299,092,872

28

3
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0

入札執行期間：令和４年４月１日～令和４年９月３０日

資料１



1



2



1



2



1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



審議
順

種 別
入 札 ・
契 約 方 式

件 名 主 管 課 等 備 考

1 物品製造等 指名競争入札
令和4年度ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車の
製造

危機管理課

2 物品製造等 随意契約
令和4年度新型コロナワクチン接種コール
センター運営業務委託(第3号)

新型コロナワクチ
ン対策課

3 物品製造等 指名競争入札 令和4年度破竹川調節池維持管理業務委託 都市施設課

4 測量等 指名競争入札
令和4年度長山中学校区施設一体型小中一
貫校整備基本設計業務委託

教育総務課

5 物品製造等 指名競争入札
令和4～9年度印刷機賃貸借(大宮小・八原
小・川原代小・龍ケ崎西小)

教育総務課

6 物品製造等 指名競争入札
令和4～9年度印刷機賃貸借(馴柴小・久保
台小・城ノ内小)

教育総務課

7 建設工事
ランク指定一般
競争入札

令和4年度教育センター空調機及び消火補
給水槽更新工事

教育センター

8 以下余白

9

10

令和４年度第２回龍ケ崎市入札等監視委員会

審議案件一覧表

資料２
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案件説明書 案件No. 1

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

令和4年6月21日 令和5年3月31日

物品製造等

指名競争入札

危機管理課

令和4年度ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車の製造

龍ケ崎市3710番地　龍ケ崎市危機管理課

[事業の目的]
平成24年度に策定した消防車両更新計画に基づき年間２～４台新しい
車両に入れ換えを行っている。
車両に故障等の不具合が生じる前に計画的な更新を行うことにより火
災等の現場で求められる迅速かつ機動的な消防団活動を向上させるこ
とが目的である。

[事業の内容]
購入車両 ダブルキャブオーバー型４ドア，8ナンバー
台　　数 ２台
乗車定員 ６人
車両概要
ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車は，高圧二段バランスタービンポンプ，
後部にホースカーを装備し，河川，消火栓等の水利より強力な放水を
行い，一般火災に対し速やかに対応できることはもとより，キャビ
テーション性能を追求した水ポンプと大容量の真空ポンプの組み合わ
せにより揚水及び送水性能を向上させるとともに，遠距離送水，林野
火災等の現場にも適したものである。
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２　入札及び契約の過程

●指名競争入札

指 名 業 者 数

入 札 参 加 者 数

指 名 の 理 由

指 名 通 知 日

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

8

8

【指名業者数】
龍ケ崎市契約事務等に関する規程第28条第2項(3)：おおむね８者程度
【名簿登載業種】
物品の製造・買入れ（「特殊車両」又は「自動車（その他）」）
【地域要件】
関東内に本店又は支店を有すること
【技術的適性】
指名・応札・受注実績などを総合的に勘案

―

令和4年6月3日

令和4年6月17日

令和4年6月21日

36,363,000
39,999,300

事後公表

36,000,000
39,600,000

99.00

有限会社鈴機

茨城県石岡市国府5-2-25

契約審査会へ付議あり（龍ケ崎市契約規則第16条の2第1項第1号）
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札 書 取 書

I型消防ポンプ自動車の製造

入

令和4年度CD―件 名

確 認

部 長 課 長 課長補佐 主査 係長 グループ員

執 行  日 時 令和 4年 6月 17日  午前 10時  5分

場 所  龍ケ崎市3710番 地 龍ケ1奇市危機管理課

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室

所  管  課 危機管理課
執行者職氏名 主査       飯田 元之    印

立会人職氏名 課長補佐      佐藤 秀夫    印

番

号
入 ホL 者

入本L
備 考

1 株式会社ナカムラ消防化学 東京営業所 ¥37,800,000^

`

2 株式会社土浦消防センター ¥37,500,000/

3 有限会社鈴機 ¥36,000,000- 落札

4 茨城 日野自動車株式会社 守谷支店 ¥39,800,000- /

5 株式会社モ リタ 東京支店 ¥36,300,000-

6 小池株式会社 ¥38,600,000- /

7 茨城 トヨタ自動車株式会社 竜ケ崎店 ¥39,000,000,

8
嘉
限会社カミス総合防災 茨城西南営業 ¥37,260,000/

・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。
予

¥36,363,
(消費税を除

(単位 :円 )
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案件説明書 案件No. 2

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
新型コロナワクチン接種事業は，国が新型コロナウイルス感染症に係
るワクチン接種を予防接種法の臨時接種に関する特例に位置付け，厚
生労働大臣の指示のもと，これまでの初回接種（１回目・２回目）及
び追加接種にあたり，接種を希望する多くの市民を対象に短期間で円
滑に接種を進めることで，感染拡大防止並びに重症化予防等を図って
きた。
その中で，市のコールセンターを設置することで，新型コロナワクチ
ン接種に関する市民の不安や疑問・相談等へ迅速に対応し，又，集団
接種及び県大規模接種に係る予約受付業務を委託することで，より事
業を円滑かつ効率的に進めることを目的とする。

[事業の内容]
主要業務
ア　新型コロナワクチン接種全般に関する問い合わせへの対応
イ　新型コロナワクチン接種以外の内容については，平易な問い合わ
せへの対応を行い，その他は該当する施設・部署等の的確な案内を行
う
ウ　ワクチン接種予約者への受付対応等を行う
エ　苦情等については，真摯に対応し，その内容及び応対内容を記録
のうえ，適宜発注者に報告を行う
オ　応対件数については，日別に集計したものを1週間分取りまとめの
うえ，翌開庁日までに発注者に報告を行う
カ　業務報告書（日報等）を作成のうえ，発注者に報告を行う

令和4年10月1日 令和5年3月31日

物品製造等

随意契約

新型コロナワクチン対策課

令和4年度新型コロナワクチン接種コールセンター運営業務委託(第3号)

龍ケ崎市3710番地　龍ケ崎市健康づくり推進部新型コロナワクチン対策課
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２　入札及び契約の過程

●随意契約

指 名 業 者 数

見 積 参 加 者 数

根拠法令：

指 名 通 知 日

見 積 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

41,951,580
46,146,738

100.00

日本トータルテレマーケティング株式会社

東京都渋谷区渋谷3-12-18渋谷南東急ビル3階

契約審査会へ付議あり（龍ケ崎市契約規則第16条の2第1項第2号）

―

1

1

令和4年9月20日

令和4年9月30日

令和4年9月30日

41,951,580
46,146,738

事後公表

随 意 契 約 の 理 由

地方自治法施行令第167条の２第１項第２号

[龍ケ崎市契約事務等に関する規程第32条第2号]
　コールセンター運営については，本事業開始時，複数者にヒアリン
グ等を行い，本市の求める業務（コールセンターと集団接種会場の総
合管理）を行うことが可能であった日本トータルテレマーケティング
（株）を選定している。
　新型コロナウイルス感染症に係る予防接種については，追加接種が
計画され，早急な接種体制構築が求められており，円滑な市民への追
加接種を実施するためには，当市の接種体制に合わせた質問等対応や
予約対応を行うコールセンター運営が必要となる。
　そのため，これまでのコールセンター運営業務の実績があり，市の
接種体制構築に携わっており，円滑かつ適切な市民対応が可能となる
同者を選定した。
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見 積 書 取 書

件 名 令和4年度新型コロナワクチン接種コールセンター運営業務委託 (第3号 )

龍ケ崎市3710番 地場 所 龍ケ崎市健康づくり推進部新型コロナワクチン対策課

確 認

部  長 課  長 課長補佐 主査・係長 グループ員

執 行 日 時 令和 4年 9月 30日  午前 10時  15分

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室

所  管  課 新型コロナワクチシ対策課

執行者職氏名 主査       飯田 元之    印

立会人職氏名 課長       飯田 啓司    印

番

号
見 積 者

見積合せ

(第 1回 )

見積合せ

(第 2回)

見積合せ

(第 3回 )

見積合せ

(第 4回 )

見積合せ

(第 5回 )
備考

1
本
社
日
会
トータルテレマーケティング株式 ¥41,951,580ぅ / 決定

予  定 ¥41,951,
(消費税を除く)

。上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 (単位 :円 )
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案件説明書 案件No. 3

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
　破竹川上流における洪水調節の適正化を図り，併せて防災調節池の
敷地内が地域住民の憩いの場として有効に活用されるよう，防災調節
池と公園の維持管理の方法及び維持管理に要する費用の負担に対し
て，茨城県と協定を結ぶ，「破竹川防災調節池及び龍ヶ岡公園との管
理に関する協定」に基づき実施するものである。

[事業の内容]
　１．除草工
　　①ハンドガイド除草　１２６，０００㎡
　　　（肩掛除草併用）
　　②肩掛除草　　　　　　４８，２００㎡
　　③人力除草　　　　　　　１，９７０㎡
　２．集積・積込工　　　１７６，０００㎡
　３．園外運搬工（２tトラック）　３８台
　４．処分工（刈草）　　　　　　　５６ｔ

[添付書類]
　図面

令和4年5月23日 令和4年12月23日

物品製造等

指名競争入札

都市施設課

令和4年度破竹川調節池維持管理業務委託

龍ケ崎市中里3-1地先
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２　入札及び契約の過程

●指名競争入札

指 名 業 者 数

入 札 参 加 者 数

指 名 の 理 由

指 名 通 知 日

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

16,660,000
18,326,000

99.40

竜ヶ崎環境衛生協同組合

茨城県龍ケ崎市寺後3611

契約審査会へ付議あり（龍ケ崎市契約規則第16条の2第1項第2号）

―

令和4年5月9日

令和4年5月19日

令和4年5月23日

16,760,000
18,436,000

事前公表

9

9

【指名業者数】
龍ケ崎市契約事務等に関する規程第28条第2項(2)：おおむね７者程度
【名簿登載業種】
清掃・管理業務等（「除草」）
【地域要件】
市内に本店を有すること
【技術的適性】
指名・応札・受注実績などを総合的に勘案
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入 札 書 取

令和4年度破竹川調節池維持管理業務委託

書

件 名

確 認

部 長 課  長 課長補佐 主査 係長 グループ員

執 行 日 時 令和 4年 5月 19日  午前 10時 00分

場 所  龍ケ崎市中里31地先

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室
所  管  課 都市施設課

執行者職氏名 主査       飯田 元之    印

立会人職氏名 課長補佐     北澤 哲也    印

番

号

■
■ 者入

入札
備考

1 安達造園 ¥16,700,000-

2 有限会社植茂造園 ¥16,760,000-

3 有限会社ヤマキ ¥16,700,000-

4 湯原園芸 ¥16,730,000-

5 吉岡緑地株式会社 Y16,740,000‐

6 株式会社松浦造園 ¥16,710,000-

7 齊藤庭苑 ¥16,670,000-

8 竜ヶ崎環境衛生協同組合 ¥16,660,000‐ 落札

9 有限会社海老原造園 ¥16,690,000‐

予
¥16,760,

(消費税を除く)

・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 (単位 :円 )
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案件説明書 案件No. 4

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
学校施設の老朽化等の問題を解決しつつ，長山中学校区における施設
一体型の小中一貫教育を推進するため，施設改修並びに増築工事に係
る基本設計・調査等を行う。

 [事業の内容]
⑴　施設改修並びに増築工事に係る基本設計
⑵　既存中学校施設の劣化度調査
⑶　外壁アスベスト含有調査

 [添付資料]
　別紙１　計画内容の概要

令和4年5月31日 令和5年3月31日

測量等

指名競争入札

教育総務課

令和4年度長山中学校区施設一体型小中一貫校整備基本設計業務委託

龍ケ崎市長山3丁目1番地
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２　入札及び契約の過程

●指名競争入札

指 名 業 者 数

入 札 参 加 者 数

指 名 の 理 由

指 名 通 知 日

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

15,600,000
17,160,000

45.27

（株）横須賀満夫建築設計事務所

茨城県水戸市南町2-1-18アーキビル

契約審査会へ付議あり（龍ケ崎市契約規則第16条の2第1項第2号）

―

令和4年5月9日

令和4年5月26日

令和4年5月31日

34,460,000
37,906,000

事前公表

9

9

【指名業者数】
龍ケ崎市契約事務等に関する規程第28条第2項(3)：おおむね８者程度
【名簿登載業種】
測量等（「建築関係コンサル」）
【地域要件】
茨城県内に本店を有すること
【技術的適性】
指名・応札・受注実績などを総合的に勘案

15
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入 札 書 取 書

令和4年度長山中学校区施設一体型小中一貫校整備基本設計業務委託件 名

確 認

部 長 課 長 課長補佐 主査・係長 グループ員

熟 行 日 時 令和 4年 5月 26日  午前 10時 00分

場 所  龍ケ崎市長山3丁 目1番地

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室

所  管  課 教育総務課

執行者職氏名 課長補佐      今西 京子    印

立会人職氏名 課長       名島 正博    印

番

号
入 本L 者

入札
備考

1 (株)三上建築事務所 ¥32,000,000-

2 (株)柴建築設計事務所 ¥27,050,000-

3 つくば建築設計事務所 (株 ) ¥16,880,000-

4 (株)パル綜合設計 ¥20,500,000-

5 (株)須藤隆建築設計事務所 ¥24,000,000-

6 (株)横須賀満夫建築設計事務所 ¥15,600,000- 落札

7 (株)増山栄建築設計事務所 ¥32,000,000-

8 (株)青山建築設計事務所 ¥22,800,000-

9 (株)エイプラス・デザイン ¥26,810,000-

予 定 価 格
¥34,460,

(消費税を除く)

・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 (単位 :円 )

1
7



案件説明書 案件No. 5

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
印刷機の賃貸借を行い小学校に配置することによって，小学校にて使
用する書類等の大量の印刷を行うことができるようにし，円滑な教育
活動を行えるようにするため。

[事業の内容]
印刷機４台の賃貸借（調達・設置・設定含む）

●仕様書記載機種：
RICOH DD5451（リコー製）またはDP-X550（デュプロ製）のいずれか１
機種【※同等品以上での入札可】

●納品機種：RISOGRAPH SF635Ⅱ（リソー製）
　　同等品規格確認票の提出があり，同等品として認定

令和4年10月1日 令和9年9月30日

物品製造等

指名競争入札

教育総務課

令和4～9年度印刷機賃貸借(大宮小・八原小・川原代小・龍ケ崎西小)

龍ケ崎市大徳町4945番地　龍ケ崎市立大宮小学校外3校
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２　入札及び契約の過程

●指名競争入札

指 名 業 者 数

入 札 参 加 者 数

指 名 の 理 由

指 名 通 知 日

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

(月額）65,640 円　（総額）3,938,400
(月額）72,204 円　（総額）4,332,240

98.86

ヒラデ･スタイル株式会社

茨城県龍ケ崎市緑町168

長期継続契約に該当
（龍ケ崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例第2条第1項
　同条例施行規則第2条（表中「印刷機」））

―

令和4年5月10日

令和4年5月20日

令和4年5月24日

(月額）66,400
(月額）73,040

事後公表

3

3

【指名業者数】
龍ケ崎市契約規則第16条第1項：なるべく３者以上
龍ケ崎市契約事務等に関する規程第28条第2項(1)：おおむね５者程度
【名簿登載業種】
リース・レンタル（「総合物品リース」又は「事務機器リース」）
【地域要件】
市内に本店を有すること
【技術的適性】
指名・応札・受注実績などを総合的に勘案
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入 札 書 取 書

令和4～9年度印刷機賃貸借 (大宮小 。人原小・川原代小・龍ケ崎西小)件

確 認

部 長 課 長 課長補佐 主査・係長 グループ員

執 行 日 時 令和 4年 5月 20日  午前 10時 15分

所  龍ケ崎市大徳町4945番地 龍ケ崎市立大宮小学校外3校場

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室
所  管  課 教育総務課
執行者職氏名 主査       飯田 元之    印

立会人職氏名 課長補佐     海老原 弘―   印
. h ,t1d- \

番

号
者入 札

入札
備考

1 國吉事務機株式会社 ¥66,400-
/

2 株式会社ニューライフ ¥72,0007

3 ヒラデ・スタイル株式会社 Y65,640‐
Ｉ
Ｌ
■
ｒ
落

予

劇

価 格

を除く) ′夕υ ¥66,

・上記金額に消費税等相当額をカロ算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 (単位 :円 )

2
0
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案件説明書 案件No. 6

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
印刷機の賃貸借を行い小学校に配置することによって，小学校にて使
用する書類等の大量の印刷を行うことができるようにし，円滑な教育
活動を行えるようにするため。

[事業の内容]
印刷機３台の賃貸借（調達・設置・設定含む）

●仕様書記載機種：
RICOH DD5451（リコー製）またはDP-X550（デュプロ製）のいずれか１
機種【※同等品以上での入札可】

●納品機種：RISOGRAPH SF635Ⅱ（リソー製）
　　同等品規格確認票の提出があり，同等品として認定

令和4年10月1日 令和9年9月30日

物品製造等

指名競争入札

教育総務課

令和4～9年度印刷機賃貸借(馴柴小・久保台小・城ノ内小)

龍ケ崎市若柴町3135番地　龍ケ崎市立馴柴小学校外2校
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２　入札及び契約の過程

●指名競争入札

指 名 業 者 数

入 札 参 加 者 数

指 名 の 理 由

指 名 通 知 日

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格 円

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

(月額）49,230 円　（総額）2,953,800
(月額）54,153 円　（総額）3,249,180

98.86

ヒラデ･スタイル株式会社

茨城県龍ケ崎市緑町168

長期継続契約に該当
（龍ケ崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例第2条第1項
　同条例施行規則第2条（表中「印刷機」））

―

令和4年5月10日

令和4年5月20日

令和4年5月24日

(月額）49,800
(月額）54,780

事後公表

3

3

【指名業者数】
龍ケ崎市契約規則第16条第1項：なるべく３者以上
龍ケ崎市契約事務等に関する規程第28条第2項(1)：おおむね５者程度
【名簿登載業種】
リース・レンタル（「総合物品リース」又は「事務機器リース」）
【地域要件】
市内に本店を有すること
【技術的適性】
指名・応札・受注実績などを総合的に勘案
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取 書

・久保台小・城ノ内小)

入 札 書

令和4～9年度印刷機賃貸借 (馴柴小件

確 認

部 長 課  長 課長補佐 主査・係長 グループ員

執 行 日 時 令和 4年 5月 20日  午前 10時 20分

場 所  龍ケ崎市若柴町3135番地 龍ケ崎市立馴柴小学校外2校

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室
所  管  課 教育総務課

執行者職氏名 主査       飯田 元之    印

立会人職氏名 課長補佐      海老原 弘―   印

番

号

〓
↑ 者入

入札
備考

1 國吉事務機株式会社 ¥49,800-

０
乙 株式会社ニューライフ ¥53,000-

3 ヒラデ・スタイル株式会社 Y49,2301 落札

・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。
予 定 価 格

(消費税を除く) ″滲ユ ¥49,

(単位 :円 )

2
4



25



案件説明書 案件No. 7

種 別

入 札 ・ 契 約 方 式

主 管 課 等 名

１　案件概要

件 名

履 行 場 所

履 行 期 間 ～

内 容

[事業の目的]
　消火用補給水槽は，設置から長期間経過し，老朽化が見られ，火災
発生時に消防設備として機能しなくなる恐れがある。そのため，安全
な施設利用に資するため，消火補給水槽の更新工事を行う。また，教
育センターの空調機についても設置から年数が経過しており，空調機
の耐用年数を超過していることから利用者が安全かつ快適に利用でき
るようにするため，空調機の更新工事を行う。

[事業の内容]
　１空調機更新工事
　　・１階事務室　　1基（交換）
　　・１階図書室　　1基（新規）
　　・１階相談室３　1基（交換）
　　・２階ひろば１　1基（交換）
　　・２階学習室　　1基（交換）
　　・２階小研修室　1基（交換）

　２消火補給水槽更新工事
　　・消火補給水槽の更新
　　・消火配管の更新

[添付資料]
　図面

令和4年8月29日 令和4年12月26日

建設工事

ランク指定一般競争入札

教育センター

令和4年度教育センター空調機及び消火補給水槽更新工事

龍ケ崎市馴馬町2445番地
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２　入札及び契約の過程

●ランク指定一般競争入札

入 札 参 加 資 格 要 件

入札参加資格要件の設定
理 由

公 告 日

入札参加申請受付期間 ～

参加資格確認申請者数

入 札 参 加 資 格 者 数

入 札 参 加 者 数

入 札 （ 開 札 ） 日

契 約 日

３　契約の内容

予 定 価 格
円（税抜）
円（税込）

予 定 価 格 公 表 区 分

低入札調査基準価格
円（税抜）
円（税込）

落 札 （ 契 約 ） 金 額
円（税抜）
円（税込）

落 札 率 ％

４　契約の相手方

名 称 又 は 商 号

所 在 地 又 は 住 所

５　その他

12,950,000
14,245,000

97.74

（株）イシダ

茨城県龍ケ崎市城ノ内3-7-8

11,550,000
12,705,000

13,250,000
14,575,000

事前公表

4

令和4年8月24日

令和4年8月29日

5

【業　種】
管工事
【格　付】
市内に本店を有する者のうちＡ・Ｂランクの者
又は市内に支店を有する者のうちＡランクの者
【建設業の許可区分】
一般又は特定
【実績】
発注年度前10年間及び当該年度において，同種（管工事）の公共工事
の元請又は下請の履行実績（支店を有する者は元請実績に限る）

龍ケ崎市契約事務等に関する規程別表2
（管工事・発注標準金額1,500万円未満500万円以上）

令和4年8月2日

令和4年8月3日 令和4年8月5日

5
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入 札 書 取 書

令和4年度教育センター空調機及び消火補給水槽更新工事件 名

確 認

部 長 課  長 課長補佐 主査 係長 グループ員

執 行 日 時 令和 4年 8月 24日  午前 10時 15分

場 所  龍ケ崎市馴馬町2445番地

執 行 場 所 龍ケ崎市役所    4階  入札室
所  管  課 教育センター

執行者職氏名 主査 飯田 元之    印

立会人職氏名 所長       千葉 幸子    印

番

号
入

〓
↑ 者

入札
備 考

1 (株)イ シダ ¥12,950,000- 落札

2 (株)桜井建材コーポレーション ¥13,200,000-

3 三協設備 (株 ) ¥13,000,000-

4 (株)関東エルエンジニアリング ¥13,100,000-

5 増川設備工業 (株 ) 辞 退

調 査 基 準 価 格
¥11,550,

(消費税を除く) l       ・^:
予  定

¥13,250,
(消費税を除く)

・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が,地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 (単位 :円 )

3
1



  関連法令   

1 

 ○地方自治法（一部抜粋） 

(昭和二十二年四月十七日) 

(法律第六十七号) 

(契約の締結) 

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせ

り売りの方法により締結するものとする。 

 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これ

によることができる。 

 

 

 

 

 

 ○地方自治法施行令（一部抜粋） 

(昭和二十二年五月三日) 

(政令第十六号) 

(指名競争入札) 

第百六十七条 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により指名競争入札によることができる場合

は、次の各号に掲げる場合とする。 

(1) 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適しな

いものをするとき。 

 

(2) その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認め

られる程度に少数である契約をするとき。 

 

(3) 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 

 

(随意契約) 

第百六十七条の二 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により随意契約によることができる場合

は、次に掲げる場合とする。 

(1) 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格(貸借の契約にあつては、予定賃貸借料の年額

又は総額)が別表第五上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲内において普通

地方公共団体の規則で定める額を超えないものをするとき。 

 

(2) 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は納

入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しない

ものをするとき。 

 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成十七年法律第百二十三

号)第五条第十一項に規定する障害者支援施設(以下この号において「障害者支援施設」とい

う。)、同条第二十七項に規定する地域活動支援センター(以下この号において「地域活動支援セ

ンター」という。)、同条第一項に規定する障害福祉サービス事業(同条第七項に規定する生活介



2 

 

護、同条第十三項に規定する就労移行支援又は同条第十四項に規定する就労継続支援を行う事業

に限る。以下この号において「障害福祉サービス事業」という。)を行う施設若しくは小規模作

業所(障害者基本法(昭和四十五年法律第八十四号)第二条第一号に規定する障害者の地域社会に

おける作業活動の場として同法第十八条第三項の規定により必要な費用の助成を受けている施設

をいう。以下この号において同じ。)若しくはこれらに準ずる者として総務省令で定めるところ

により普通地方公共団体の長の認定を受けた者若しくは生活困窮者自立支援法(平成二十五年法

律第百五号)第十六条第三項に規定する認定生活困窮者就労訓練事業(以下この号において「認定

生活困窮者就労訓練事業」という。)を行う施設でその施設に使用される者が主として同法第三

条第一項に規定する生活困窮者(以下この号において「生活困窮者」という。)であるもの(当該

施設において製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立の促進に資することにつき総

務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。)(以下この号に

おいて「障害者支援施設等」という。)において製作された物品を当該障害者支援施設等から普

通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れる契約、障害者支援施設、地域活動支援セン

ター、障害福祉サービス事業を行う施設、小規模作業所、高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律(昭和四十六年法律第六十八号)第三十七条第一項に規定するシルバー人材センター連合若しく

は同条第二項に規定するシルバー人材センター若しくはこれらに準ずる者として総務省令で定め

るところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手

続により役務の提供を受ける契約、母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和三十九年法律第百二十

九号)第六条第六項に規定する母子・父子福祉団体若しくはこれに準ずる者として総務省令で定

めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者(以下この号において「母子・父子福

祉団体等」という。)が行う事業でその事業に使用される者が主として同項に規定する配偶者の

ない者で現に児童を扶養しているもの及び同条第四項に規定する寡婦であるものに係る役務の提

供を当該母子・父子福祉団体等から普通地方公共団体の規則で定める手続により受ける契約又は

認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設(当該施設から役務の提供を受けることが生活困窮者の

自立の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受

けたものに限る。)が行う事業でその事業に使用される者が主として生活困窮者であるものに係

る役務の提供を当該施設から普通地方公共団体の規則で定める手続により受ける契約をすると

き。 

 

(4) 新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普

通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者から普

通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役務の提供に

より新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長

の認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手続により新役務の提供を受ける契約を

するとき。 

 

(5) 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

 

(6) 競争入札に付することが不利と認められるとき。 

 

(7) 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 
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(8) 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

 

(9) 落札者が契約を締結しないとき。 

 

２ 前項第八号の規定により随意契約による場合は、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初競争

入札に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

 

３ 第一項第九号の規定により随意契約による場合は、落札金額の制限内でこれを行うものとし、か

つ、履行期限を除くほか、最初競争入札に付するときに定めた条件を変更することができない。 

 

４ 前二項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができるときに限り、

当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約を締結することができる。 

  



4 

 

 ○龍ケ崎市契約規則（一部抜粋） 

平成 4年 3月 31 日 

規則第 6号 

(指名競争入札の参加者の指名) 

第 16 条 市長は，指名競争入札に付するときは，前条の基準により入札に参加する者をなるべく 3

人以上指名しなければならない。 

 

(審査会への付議) 

第 16 条の 2 市長は，次の各号の一に該当する契約に係る指名業者を選定しようとするときは，審査

会に諮らなければならない。 

(1) 1 件の予定金額が，3,000 万円以上の工事又は製造の請負契約 

(2) 1 件の予定金額が，1,000 万円以上の設計，測量，補償，各種調査又は維持管理業務等の委託

契約 

(3) 前 2号に掲げる契約以外の契約で 1件の予定金額が，500 万円以上の契約 

 

 (随意契約の対象) 

第 18 条 令第 167 条の 2第 1項第 1号に規定する規則で定める額は，次の各号に掲げる契約の種類

に応じ，当該各号に掲げる額とする。 

(1) 工事又は製造の請負 130 万円 

(2) 財産の買入れ 80 万円 

(3) 物件の借入れ 40 万円 

(4) 財産の売払い 30 万円 

(5) 物件の貸付け 30 万円 

(6) 前各号に掲げるもの以外のもの 50 万円 

 

 

 

 ○龍ケ崎市契約事務等に関する規程（一部抜粋） 

平成 6年 3月 31 日 

告示第 7号 

(契約審査会の設置) 

第 4 条 次に掲げる事項を審査するため，龍ケ崎市契約審査会(以下「審査会」という。)を置く。 

(1) 入札参加資格の審査 

(2) 発注標準金額及び発注標準金額に対応する等級(以下「格付等級」という。)の審査 

(3) 契約方式の選定及び入札参加条件の審査 

(4) 共同企業体による施工の可否 

(5) 契約規則第 16条の 2の規定に基づく指名業者の選定 

(6) 令第 167 条の 10第 1 項の適用の可否 

(7) 資格審査及び小規模工事等契約希望者登録を経た者が事故，贈賄及び不正行為等を起した場

合の措置 

(8) 技術提案書を特定するための評価基準並びに技術提案書の審査及び最適業者の特定 

(9) 前各号のほか必要と認める事項 
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2 審査会の審査に関し必要があるときは，審査会の下部組織として専門部会その他の機関を置くこ

とができる。この場合においては，当該専門部会その他の機関の組織及び運営その他については，

別に定める。 

3 前 2 項の規定にかかわらず，集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある者に関す

る事項については，龍ケ崎市建設工事等に係る暴力団等の排除対策措置要綱(平成 20年龍ケ崎市告

示第 17 号。以下「要綱」という。)の規定によるものとする。 

 

(審査会の組織等) 

第 5 条 審査会の委員は，副市長並びに部長及び市長公室長をもって充てる。 

2 審査会に委員長及び副委員長を置き，それぞれ副市長及び総務部長をもって充てる。 

3 委員長は，審査会の事務を総理し，審査会の会議(以下「会議」という。)の議長となる。 

4 委員長に事故があるとき，又は欠けたときは，副委員長が委員長の職務を代理する。 

 

(会議) 

第 6 条 委員長は，必要の都度会議を招集する。 

2 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 会議は，非公開とする。 

4 会議は，必要に応じ関係職員及び学識経験者その他の者の出席を求め意見を聴くことができる。 

 

(名簿の作成) 

第 11 条 市長は，第 10条第 1項の規定により参加資格を有すると決定した者(以下「有資格者」と

いう。)について，別表第 1に定めるところにより，市内業者及び市外業者に区分するとともに，

当該資格が別表第 2に掲げる工事種類に該当するときは，総合評点と主観評点を合計した数値(以

下「総合審査評点」という。)に基づき同表に定める工事種類ごとの格付等級に区分し，競争入札

参加資格者名簿(建設工事)(様式第 19 号様式第 10号)，競争入札参加資格者名簿(測量等)(様式第

20 号様式第 11号)又は競争入札参加資格者名簿(物品製造等)(様式第 21 号様式第 12 号)(以下「名

簿」と総称する。)に登載する。 

 

2 市長は，経営状況等が著しく悪くなった有資格者(格付等級を付した者に限る。)があるときは，

審査会の審査を経て，当該有資格者の格付等級を変更することができる。 

 

(指名業者の選定基準) 

第 26 条 指名業者を選定するときは，名簿に登載された者の中から，次に掲げる事項に留意すると

ともに，当該会計年度における指名及び受注の状況を勘案し，指名が特定の有資格者に偏しないよ

うに選定しなければならない。 

(1) 当該契約の履行につき法令に基づき許可，認可又は登録等を必要とするものにあっては，当

該許可，認可又は登録等の有無 

(2) 不誠実な行為の有無 

(3) 経営状況及び信用状態の良否 

(4) 当該契約の性質上契約実績のある者に行わせる必要があるときは，当該契約と同種同程度の

契約実績の有無及び当該履行成績 

(5) 手持契約の状況 
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(6) 当該契約の性質上特定地域にある者が契約上有利であると認められるときは，当該地理的条

件 

(7) 当該契約の履行につき技術又は機械器具若しくは生産設備等を必要とするものにあっては，

技術者の状況及び当該契約履行についての技術的適性又は機械器具若しくは生産設備等の有無 

(8) 物品等について銘柄を指定する必要があるときは，当該銘柄に係る物品等の供給の可否 

 

2 第 11 条の規定に基づき格付等級を定めた契約にあっては，別表第 2に規定する発注標準金額(以

下「発注標準金額」という。)に相応する格付等級に属する有資格者の中から選定しなければなら

ない。 

 

3 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，当該各号に掲げるところによ

り選定することができる。 

(1) 発注標準金額に相応する格付等級に属する有資格者の数が少数である場合その他必要がある

場合は，発注標準金額に応じ上位又は直近下位の格付等級に属する有資格者を選定することがで

きる。 

(2) 龍ケ崎市建設業者ほう賞規程(平成 3年龍ケ崎市告示第 42 号)の規定に基づきほう賞を受けた

有資格者については，当該ほう賞を受けた年度に限り，当該ほう賞対象工事種類の 1等級上位の

格付等級に属する契約に選定することができる。 

 

(指名業者の推薦) 

第 28 条 課等の長は，その所管に属する契約について指名業者を選定する権限を有する者に対し，

指名業者推薦書兼選定決議書(様式第 28号様式第 19 号)によりあらかじめ指名業者を推薦すること

ができる。 

 

2 前項の規定による指名業者の推薦数は，次の各号に掲げる契約の区分に応じ，おおむね当該各号

に定める数を基本とする。 

(1) 1 件の予定金額が，130 万円(財産の買入れ，物件の借入れ又は委託業務にあっては，それぞ

れ 80万円，40万円又は 50 万円)を超え 500 万円未満の契約 5 

(2) 1 件の予定金額が，500 万円以上 2,000 万円未満の契約 7 

(3) 1 件の予定金額が，2,000 万円以上 5,000 万円未満の契約 8 

(4) 1 件の予定金額が，5,000 万円以上の契約 10 

 

(随意契約の基準) 

第 31 条 令第 167 条の 2第 1項第 1号の規定による契約規則第 18 条及び地方公営企業法施行令(昭

和 27年政令第 403 号。以下「企業法施行令」という。)第 21条の 14第 1項第 1号の規定による特

例規則第 110 条第 1項に定めるもののほか，令第 167 条の 2第 1項第 2号から第 9号まで及び企業

法施行令第 21条の 14第 1 項第 2号から第 9号までの規定により随意契約によることができる場合

の運用基準は，この章の定めるところによる。 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 2号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 2号の運用基準) 
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第 32条 不動産の買入れ又は借入れ，普通地方公共団体が必要とする物品の製造，修理，加工又は

納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しない

ものをするときとは，おおむね次に掲げるものをいう。 

(1) 特殊な技術，機器又は設備等を必要とするもので，特定の者と契約を締結しなければ契約の

目的を達することができない場合 

ア 特殊工法，新開発工法等を用いる必要があるもの 

イ 学術，芸術文化等極めて特殊な知識，技能等が要求されるものであって，履行可能な者が特

定されるもの 

ウ 実験，研究等の目的に供する極めて特殊な設備等であるため，履行可能な者が特定されるも

の 

エ ガス事業法(昭和 29年法律第 51 号)等法令の規定に基づき履行者が特定されるもの 

オ 文化財その他極めて特殊な建築物等であるため，履行者が特定されるもの 

(2) 履行上の経験又は知識を特に必要とする場合又は現場の状況等に精通した者に履行させる必

要がある場合 

ア 本施行に先立ち行われる試験的な施行(以下「試験施行」という。)の結果，当該試験施行者

に施行させる必要があるもの 

イ 既設の設備又は成果品等と密接不可分の関係にあり，同一履行者以外の者に履行させた場

合，既設の設備又は成果品等の使用に著しい支障が生ずるおそれがあるもの 

ウ 埋蔵文化財の調査，発掘，移転等で，特殊な技術，手法等を用いる必要があるもの 

(3) 契約の目的物が特定の者でなければ納入できない場合 

(4) 特殊な性質を有する品物の買入れ又は買入れ先が特定されている特殊な技術(特許等)を必要

とする場合 

(5) 特定の者でなければ役務を提供することができない場合 

ア 特殊な技術を用いて設計し，又は施工した施設又は設備の保守又は点検業務の場合 

イ 特殊な設備又は機器の製作者と運転又は保守管理等の契約をする場合 

(6) 特許権，著作権，実用新案権，意匠権その他の排他的権利を行使する行為に係る契約であっ

て，これらの権利を有する者と契約を締結しなければ契約の目的を達成できない場合 

(7) 既存の電算システム等と密接不可分の関係にあり，同一システム開発者以外の者にプログラ

ムの増設，追加等を履行させると既存のシステムの運用に著しく支障が生じるおそれがある場合 

(8) 訴訟，調停，登記，鑑定，医療その他法令等により履行者が特定される業務の場合 

(9) 医療機関で健康診査等を受診できるようにするため，医療機関と健康診査等の実施に係る契

約を締結する場合 

(10) 施設の維持管理において，他の施設(市以外のものが所有管理する施設を含む。)と一体的に

維持管理しなければ業務上支障が生ずるため，当該他の施設の維持管理をしている者に委託する

場合 

(11) 企画競争等により選考された者と契約する場合 

(12) 講演，研究，講座その他特別な能力を必要とする業務を委託する場合 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 5号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 5号の運用基準) 

第 33 条 緊急の必要により競争入札に付することができないときとは，おおむね次に掲げるものを

いう。 

(1) 緊急に施工しなければならない工事等であって，競争に付する時間的余裕がない場合 
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(2) 堤防崩壊，道路陥没等の災害に伴い応急工事等をする必要がある場合 

(3) 電気，機械設備等の故障に伴い緊急復旧工事等をする必要がある場合 

(4) 堤防崩壊，道路陥没等の災害に伴う復旧用資材の買入れ又は復旧用資材の運搬車両の借入れ

をする場合 

(5) 下水道施設等の設備機能等の故障により直ちに当該設備機能等を復旧しなければ当該下水道

施設等の運転に支障を来す場合 

(6) 公の秩序維持のための警備に関する業務又は災害発生時の住民避難に関する業務を行う場合 

(7) 堤防，橋りょうその他の施設の災害の未然防止のために応急点検等を実施する場合 

(8) インフルエンザ等の感染症発生時において，緊急に行わなければならないまん延防止のため

の薬品，衛生材料等を買い入れる場合 

(9) 選挙その他法令等の規定により業務を行う期間が短いため緊急に必要となる業務を行う場合 

 

2 契約規則第 16 条の 2及び第 4条の規定にかかわらず，前項各号に掲げる場合における随意契約に

ついては，審査会の事後審査によることができる。 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 6号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 6号の運用基準) 

第 34 条 競争入札に付することが不利と認められるときとは，おおむね次に掲げるものをいう。 

(1) 現に契約履行中の者に履行させた場合は，履行期間の短縮，経費の節減が確保できる等有利

と認められる場合 

ア 当初予期し得なかった事情の変化等により必要となった追加工事等 

イ 本体工事と密接に関連する附帯的な工事等 

(2) 前工事等に引き続き施行される工事等で，同一履行者に履行させた場合は，履行期間の短

縮，経費の節減，安全・円滑かつ適切な履行が確保できる等有利と認められる場合 

ア 前工事等と後工事等とが，一体の構造物等(一体の構造物等として，完成して初めて機能を

発揮するものに限る。)の構築等を目的とし，かつ，前工事等と後工事等の履行者が異なる場

合は，契約不適合(引き渡された工事等の目的物が種類，品質又は数量に関して契約の内容に

適合しないものであることをいう。以下同じ。)責任の範囲が不明確となる等密接不可分な関

係にあるため，一貫した履行が技術的に必要とされるもの 

イ 前工事等と後工事等が密接な関係にあり，かつ，前工事等で使用した仮設備等が引き続き使

用される後工事等(ただし，本体工事の履行に直接関連する仮設備等であって，当該後工事等

の安全・円滑かつ適切な履行に重大な影響を及ぼすと認められるもので，履行期間の短縮，経

費の節減が確保できるものに限る。) 

(3) 他の発注者の発注に係る現に履行中の工事等と交錯する箇所での工事等で，当該履行中の者

に履行させた場合には，履行期間の短縮，経費の節減に加え，工事等も安全・円滑かつ適切な履

行を確保するうえで有利と認められる場合 

ア 鉄道工事等と立体交差する道路工事等の当該交錯箇所での工事等 

イ 他の発注者の発注に係る工事等と一部重複，錯綜する工事等 

(4) 早急に契約しなければ契約する機会を失い，又は著しく不利な価格をもって契約しなければ

ならないこととなる場合 

(5) 賃貸借契約期間満了後に業務上の必要があるため，相当と認められる期間に限って再賃貸借

契約を行う場合 
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(6) 機器，設備，情報処理システム等の維持管理(運転，保守，監視，運用支援等を含む。)で，

既設の機器，設備，情報処理システム等と密接不可分の関係にあり，同一の者以外では責任区分

が不明確となり，かつ，故障発生時の原因究明，故障修理等の対応が困難になる等業務の履行を

達成できない場合 

ア 既設の機器，設備，情報処理システム等と密接不可分な関係にあり，かつ，どの部分が密接

不可分であるかが明確であること。 

イ 密接に関連していることによって，故障原因の特定等が困難になることや責任区分があいま

いになり，契約の目的達成が極めて困難になることが明確であること。 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 7号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 7号の運用基準) 

第 35 条 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるときとは，お

おむね次に掲げるものをいう。 

(1) 特定の者が契約履行上必要な資機材等を当該履行場所付近に多量に所有するため，当該者と

随意契約する場合には，競争に付した場合より著しく有利な価格で契約することができると認め

られる場合 

(2) 特定の者が開発し，又は導入した資機材，作業設備，新工法等を利用することとした場合に

は，競争に付した場合より著しく有利な価格で契約することができると認められる場合 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 8号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 8号の運用基準) 

第 35 条の 2 競争入札に付し入札者がないとき，又は再度の入札に付し落札者がないときとは，おお

むね次に掲げるものをいう。 

(1) 入札公告又は指名通知を行ったが，入札参加者がいない場合 

(2) 開札後，再度入札を実施したが，落札者がいない場合 

 

(令第 167 条の 2第 1項第 9号及び企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 9号の運用基準) 

第 35 条の 3 落札者が契約を締結しないときとは，入札の結果，落札者があったにもかかわらず，当

該落札者が契約を締結しない場合をいう。 

 

 

 

別表第２（第１０条の２，第１１条，第２３条，第２６条関係） 

格付等級区分及び格付別発注標準金額表 

工事種類 総合審査評点 
当該業種に係る年間平均

完成工事高 
格付等級 発注標準金額 格付 

 土木一式工事 

 750 点以上  １億円以上 A  4,000 万円以上 A 

 670 点以上  3,000 万円以上 B 
 4,000 万円未満 

 1,800 万円以上 
B 又は A，B 

 550 点以上  750 万円以上 C 
 1,800 万円未満 

 700 万円以上 
C 又は A，B，C 
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 上記の条件に該当しない者 D 
 700 万円未満 

 130 万円超 
D 又は B，C，D 

   130 万円以下 D 又は C，D 

 建築一式工事 

 770 点以上  １億円以上 A  3,000 万円以上 A 

 600 点以上  1,500 万円以上 B 
 3,000 万円未満 

 1,000 万円以上 
B 又は A，B 

 上記の条件に該当しない者 C 
 1,000 万円未満 

 130 万円超 
C 又は A，B，C 

  130 万円以下 C 又は B，C 

 電気工事 

 760 点以上  5,000 万円以上 A  1,500 万円以上 A 

 600 点以上  1,500 万円以上 B 
 1,500 万円未満 

 500 万円以上 
B 又は A，B 

 上記の条件に該当しない者 C 
 500 万円未満 

 130 万円超 
C 又は A，B，C 

  130 万円以下 C 又は B，C 

 管工事 

 660 点以上  5,000 万円以上 A  1,500 万円以上 A 

 580 点以上  1,500 万円以上 B 
 1,500 万円未満 

 500 万円以上 
B 又は A，B 

 上記の条件に該当しない者 C 
 500 万円未満 

 130 万円超 
C 又は A，B，C 

  130 万円以下 C 又は B，C 

 ほ装工事 

 670 点以上  1,000 万円以上 A  1,200 万円以上 A 

 520 点以上  130 万円以上 B 
 1,200 万円未満 

 500 万円以上 
B 又は A，B 

 上記の条件に該当しない者 C 
 500 万円未満 

 130 万円超 
C 又は A，B，C 

   130 万円以下 C 又は B，C 
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 会 計 年 度 独 立 の 原 則  

地方自治法第 208 条 普通地方公共団体の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三十一日に

終わるものとする。 

 2 各会計年度における歳出は、その年度の歳入をもつて、これに充てなければならない。 

 

 債 務 負 担 行 為 （会計年度独立の原則の例外。翌年度以降においてその行為（契約等）をするこ

とができる事項、期間及び限度額を定める。） 

地方自治法第 214 条 歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを

除くほか、普通地方公共団体が債務を負担する行為をするには、予算で債務負担行為として定めて

おかなければならない。 

 

 長 期 継 続 契 約 （会計年度独立の原則の例外。債務負担行為を定めずに翌年度以降にわたって継

続的に給付を受ける契約。） 

地方自治法第 234 条の 3 普通地方公共団体は、第二百十四条の規定にかかわらず、翌年度以降にわ

たり、電気、ガス若しくは水の供給若しくは電気通信役務の提供を受ける契約又は不動産を借りる

契約その他政令で定める契約を締結することができる。この場合においては、各年度におけるこれ

らの経費の予算の範囲内においてその給付を受けなければならない。 

 

地方自治法施行令第 167 条の 17 地方自治法第二百三十四条の三に規定する政令で定める契約は、翌

年度以降にわたり物品を借り入れ又は役務の提供を受ける契約で、その契約の性質上翌年度以降に

わたり契約を締結しなければ当該契約に係る事務の取扱いに支障を及ぼすようなもののうち、条例

で定めるものとする。 

 

 

 

 

 ○龍ケ崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（一部抜粋） 

平成 17 年 9 月 29 日 

条例第 28号 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は，地方自治法(昭和 22 年法律第 67号)第 234 条の 3及び地方自治法施行令(昭和

22 年政令第 16号)第 167 条の 17 の規定に基づき，長期継続契約を締結することができる契約に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 

(長期継続契約を締結することができる契約) 

第 2 条 長期継続契約を締結することができる契約は，次に掲げるものとする。 

(1) 事務用機器(ソフトウェアを含む。)，設備機器又は車両に関する賃貸借契約 

(2) 庁舎その他市の施設の警備，設備の保守点検又は運送に関する委託契約 

(3) 電気通信利用役務の提供(電気通信回線を介して行われる情報システム利用サービス等の役務

の提供をいう。)を受ける契約 
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○龍ケ崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例施行規則（一部抜粋） 

平成 17 年 9 月 29 日 

規則第 44号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は，龍ケ崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例(平成 17 年龍

ケ崎市条例第 28 号。以下「条例」という。)の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 

(長期継続契約を締結することができる契約) 

第 2 条 条例第 2条に規定する長期継続契約を締結することができる契約(以下「長期継続契約」と

いう。)は，次の表に掲げる区分によるものとする。 

区分 長期継続契約を締結することができるもの 

条例第 2条第 1号

に規定する契約 

事務用機器(ソフトウェア

を含む。)の賃貸借 

コンピュータ及び関連機器，印刷機，複写機，電話

機，ファックス機その他これらに類するものの賃貸借 

設備機器の賃貸借 

空調機，自転車駐車設備，生ごみ処理機，自動体外式

除細動器，照明器具その他これらに類するものの賃貸

借 

車両の賃貸借 
乗用自動車，貨物車，バス，建設車両，特殊車両その

他これらに類するものの賃貸借 

条例第 2条第 2号

に規定する契約 

庁舎その他市の施設の警

備の委託 
機械警備 

設備の保守点検の委託 昇降設備保守点検 

運送の委託 給食配送及び車両の運行 

条例第 2条第 3号

に規定する契約 
電気通信利用役務の提供 

情報システム，データベース，アプリケーション，サ

ーバ，ストレージその他これらに類するものの利用 

 

(契約書の表示) 

第 3 条 契約書の表示は，次のとおりとする。 

(1) 契約期間は，全期間を記載するとともに，長期継続契約である旨を記載する。 

(2) 契約金額は，年額又は月額とする。 
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官製談合や入札談合等その他不正行為に対する取り組みについて 

 

１. 職員が官製談合等の不正・不当行為を通報する場合について 

（１）事件発生前の「公益通報制度」の課題 

 「公益通報制度」とは，職員が市の事務事業に関し，不正や不当行為があった，あるいは

それらが予測されるときに通報する制度である。龍ケ崎市官製談合再発防止対策検討委員会

において，従来の公益通報制度の通報先が，市の内部職員である人事課長であることを問題

として指摘された。 

 

（２）「公益通報制度」の改正 

市では，龍ケ崎市コンプライアンス推進条例を施行し，公益通報制度の事前相談・通報先

を，弁護士資格を有する外部相談員に改め，不正や不当行為の相談・通報がしやすい環境を

整えた。 

職員は，官製談合等の内部通報対象事実と疑われる事実があると思料するときは，外部相

談員を通して公益通報等審査会に通報する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料３ 
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外部からの要望等が官製談合を働きかけるなどの不当要求行為に該当する（思料する場合

等を含む）場合は，公益通報等審査会に諮問し，審査会からの答申に基づき，必要な措置を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益通報制度の調査などについては，第三者の委員のみで構成される公益通報等審査会

（弁護士２名及び大学教授にて構成）で実施することとした。公益通報等審査会は市長に対

する是正措置，又は不当要求行為の要望者への通知を行う。 

 

２. 市が業者・市民等（職員を含む）から入札談合等情報を得た場合の対応について 

（１）談合情報対応マニュアルについて 

 「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」では，発注機関の長

は，公正取引委員会への通知義務の適正な実施のために，談合情報を得た場合等の違反行為

があると疑うに足りる事実があるときにおける取扱い（談合情報対応マニュアル）等につい

て定めるものとされている。 

 

（２）龍ケ崎市談合情報対応指針 

 当市では，上記指針に基づき，「龍ケ崎市談合情報対応指針」を策定している。 

市において事業者間の入札談合等情報を察知した場合は，契約検査課が窓口となり，龍ケ

崎市公正入札調査委員会にて談合情報の信ぴょう性等について審議を行い，入札談合等情報

として取り扱うと決定した場合は，談合の事実の有無について調査・審議を行い，「談合の事

実があった」と認められる場合には公正取引委員会への通知等を行っている。 
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３. 公正取引委員会への談合等情報の通知等 

（１）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１０条の規定に基づく通知 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１０条において，国，地方公共団

体等全ての公共工事の発注機関に対して，入札談合等の行為があったことを疑うに足りる事

実があったときは，公正取引委員会に通知することを義務付けている。公正取引委員会で受

けた通知は，令和２年度は６件，令和３年度は２件であった。 

 

（２）任意の通報 

上記法律に基づく通知以外に，発注機関から公正取引委員会に対して任意に談合情報の通

報が行われることがある。公正取引委員会で受けた任意の通報は，令和２年度は２２８件，

令和３年度は２５１件であった。 

 

（３）公正取引委員会から示されている留意事項 

 一般的に談合情報を通報している旨を公表することは問題ないが，個別案件について，

情報提供を行った（又は行う）事実については，非公表とすること 

 発注機関において，情報の信ぴょう性の確認のため独自調査を行う場合は，当該調査の

趣旨が事業者側に分からないような手段（情報提供者からの事情聴取や同種案件の入札

結果を分析する等）により行うこと。 

 

（４）事業者等からの報告（申告） 

 公正取引委員会では，事業者等からの独占禁止法違反被疑事実についての報告（申告）を

随時受付している。 

 

４. 龍ケ崎市入札等監視委員会活動の周知による抑止 

当委員会の活動を広く周知することにより，談合やその他不正行為の抑止力になるため，

様々な手段による周知活動を行っている。今後とも，認知度が高まるよう，様々な機会で周知

していく。 

（１）市公式ホームページへの掲載（10/19 更新） 

 龍ケ崎市入札談合等委員会条例及び施行規則に加え，委員会の設置目的，業務内容等の委

員会概要と会議資料・会議録を公開している。今後も，随時更新予定である。 

 

（２）広報紙「りゅうほー」への掲載（10/3 配布） 

 官製談合再発防止の取り組みのひとつとして委員会が設置・開催されたことと本委員会の

概要を掲載した。 

 

（３）関係団体への通知（10/4 発送） 

 業界団体及び商工会に対し，官製談合再発防止の取り組みのひとつとして委員会が設置さ

れたことと，本委員会で入札・契約などの手続きを審査すること等を通知した。 
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（４）市内建設工事業者への通知（11/16 発送） 

 市内建設工事業者全員に対し，官製談合再発防止の取り組みのひとつとして委員会が設立

されたことと，本委員会で入札・契約などの手続きを審査すること等を通知した。 
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【参考資料】 

 

１. 入札等監視委員会設立の経緯（龍ケ崎市官製談合再発防止委員会より） 

（１）第３回再発防止委員会協議結果の概要抜粋 

 「契約等監視委員会の設置は，談合やカルテル等の防止を目的としているのではなく，契

約事務や入札事務に漏れや改善点がないかのチェックが主眼であり，官製談合再発防止対策

検討委員会が目的としている談合の再発防止という点では，一般的に行われている契約等監

視委員会の組織・形態では機能しないのではないか。やはり，再発防止，不正の調査をする

となると，相当な権限や時間が必要となる。特別にそのような組織を設けないかぎりは対応

が難しい。 

契約等監視委員会を設置することの大きなメリットは，自治体が行う契約に関し，アカウ

ンタブル（説明する義務，責任）な状態になっているかが非常に重要な機能としてある。 こ

れらを踏まえると，契約等監視委員会を導入することに意味はあると言える。ただし，これ

を（官製談合防止策の）メインに据えるものではないと考える。」 

 

（２）龍ケ崎市官製談合再発防止対策検討委員会調査報告書抜粋（Ｐ30～31） 

「入札等監視委員会制度の重要なポイントは，市が行う契約が市民に対して正々堂々説明

が可能な状態にする（アカウンタブルな状態にする）という点にあると考えられる。すなわ

ち，一定の見識をもった委員による検証の可能性を確保することで，少なくとも市の側にと

って契約に関して後ろ暗いところがない状態とすることに寄与するものであると考えられ

る。制度的に第三者に対する説明をする機会を設けることによって，少なくとも官製談合の

防止の制度的な誘因とすることが可能となる。 

ただし，繰り返しになるが，入札等監視委員会が単なる形式に堕してはならない。実効的

な監視制度とすることによって，入札・契約制度の透明性を可能な限り高め，市民の信頼を

回復することに資するものとしなければならない。」 

 

２. 用語の説明 

（１）「官製談合」とは 

法律用語ではないが，入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正

を害すべき行為の処罰に関する法律（いわゆる「官製談合防止法」）第８条に規定された「職

員による入札等の妨害」を指している。「入札談合等」の存在を前提とするものではない。捜

査機関が捜査を行う。 

 令和３年に発覚した当市の事件では，令和２年度市発注の建設工事（６件）に係る一般競

争入札において，秘密情報とされる入札参加申請業者名を外部へ漏えいしたとされており，

官製談合防止法第８条「職員による入札等の妨害」に該当する。 
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（２）「入札談合等」とは 

 国・地方公共団体等が入札等により行う契約の締結に関し，当該入札に参加しようとする

事業者が他の事業者と共同して落札すべき価格を決定し，独占禁止法第３条又は第８条第１

号の規定に違反する行為。公正取引委員会が審査を行う。 

国・地方公共団体等の職員が「入札談合等」に関与する行為を「入札談合等関与行為」と

いう。 

 

（３）「公契約関係競売等妨害」とは 

 刑法第９６条の６には，「偽計又は威力を用いて、公の競売又は入札で契約を締結するため

のものの公正を害すべき行為をした者は，３年以下の懲役若しくは２５０万円以下の罰金に

処し，又はこれを併科する。」と規定されており，捜査機関が捜査を行う。 

 

３. 県内他市における入札等監視委員会における審議事項 

（１）水戸市の場合（令和３年５月） 

種別 内容 質問内容 

入札制度 総合評価落札方式の制度

や評価の整合性について 

・総合評価方式を採用する意味は。 

・他の方式もあるのか。 

・総合評価方式採用後の検証の有無は。 

入札参加資

格要件 

入札参加資格要件設定の

適正性 

・入札参加条件が厳しすぎるのではないか。 

・再公告の場合， 応札者が１者であっても成立

するのか。 

特定建設工事企業体（Ｊ

Ｖ）の要件 

・会社実績の要件設定の理由は。 

・ＪＶとなる金額は工種によって異なるのか。 

入札参加者が少数であっ

た理由 

・１者応札の理由は。 

低入札価格

調査制度 

低入札価格調査制度や入

札金額の傾向 

・低入札調査の聴取内容として， 資材購入費の

縮減が可能である調査を行っているのか。 

・入札者のほとんどが低入札調査の金額になっ

ているが，この理由は。 

指名業者 指名業者選定理由 ・同条件の登録者数と選定基準は。 

入札方法 発注方式・入札方法決定の

経緯 

・設計・施工一括発注（デザイン・ビルド）方

式の導入は検討したのか。 

随意契約理由 ・随意契約となった経緯は。 

・設計金額・予定価格の妥当性は。 
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（２）つくば市の場合（令和３年５月） 

種別 内容 質問内容 

低入札価格

調査制度 

失格基準について ・数値的判断基準はどのように決定している

か。事業者に対し周知しているか。 

制度について ・数値的判断基準の考え方は。 

入札制度 落札制限について ・落札制限とは。 

・落札制限の必要性は。 

失格と無効について ・落札候補者が失格となった場合の同日執行入

札の取り扱いは。 

落札結果 辞退者多数の理由 ・応札者が１者の理由は。 

入札額の幅 ・最高と最低で３倍の価格差があるが理由は。 

・落札者の入札額が低額であった理由は。 

参加申請者少数の理由 ・参加申請者が１者の理由は。 

・不調が続いた場合は随意契約となるのか。 

契約手法 随意契約の理由 ・緊急性は本当にあったか。 

最低制限価

格制度 

ランダム係数の妥当性 ・ランダム係数が高かったため応札者が軒並み

失格したことについて，事業者からの意見は。 

・ランダム係数の幅を狭くする考えは。 

仕様書 仕様の内容 ・仕様を限定した理由は。 

 

 


